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１．はじめに 
陸上の斜面崩壊もしくは山体崩壊により発生する津波（以下，陸上地すべり津波という）は，断層運動により引

き起こされる津波と比べて発生頻度は低いものの，1792年眉山崩壊や2018年スンダ海峡津波など大きな被害を及ぼ

すことがあり，適切な津波評価手法の確立が求められている．平面二次元解析手法としては，運動学的地すべりモ

デル1)や二層流モデル2)等が提案されているものの，その検証として水位時刻歴波形を実験と直接比較した例は少な

い．本研究では，藤井ほか3)による平面水槽を用いた水理模型実験について，分散性を考慮した二層流モデルを用い

た再現解析を行い，その適用性を検討した． 
２．水理模型実験の概要 

本研究では藤井ほか3)による実験（図-1）のうち，地すべり

体を粒状体（径30 mm のガラスマーブル）で模擬した陸上地す

べりケース（表-1）について再現解析を実施した．斜面上部に

設置したゲート上流に粒状体を充填し，ゲートを引き下げるこ

とにより地すべりを発生させている．水位変動は図-1に示す位

置において，容量式波高計により計測されている．今回対象と

した4ケースについて，地すべり突入位置前面（H4）における

水位変動から相対水深（水深/波長）を算出すると，1/6～1/4程
度と長波の範囲（1/20以下）から外れており，浅海波の範囲（1/20
～1/2）となっている． 
３．解析手法 

解析モデルとしては，地すべり体の変形，動きを表現可能な

平面二次元二層流モデルを用いた．ただし，実験が浅海波の範

囲となっていることから，新たに分散項を追加した検討を行っ

た．x 方向を例として，上層（水）の連続式を式(1)に，運動方

程式を式(2)に，下層（地すべり体）の連続式を式(3)に，運動方

程式を式(4)に示す． 
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図-1 実験水槽（H1～H16：水位計測点） 

表-1 再現ケース 
ケース 勾配 径 

(mm) 
重量 
(kg) 

水深 
(m) 

地すべり 
タイプ 

G1 1:2 30 101 0.500 陸上 
G2 1:2 30 101 0.675 半陸上 
G9 1:1.5 30 135 0.400 陸上 
G10 1:1.5 30 135 0.634 半陸上 
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ここで，添え字の1は上層，2は下層を表し，η 1は上層の水位，η 2

は下層の厚さ，M と N はそれぞれ x，y 方向の線流量，D 1は全水

深，h は水深，D 2は下層の厚さ，ρ は密度，α は密度比（= ρ 1 / ρ 

2），τ / ρ は底面摩擦項，INTF は界面抵抗項，DIFF は水平拡散項

であり，それぞれ式(5)～式(7)で表される． 
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n はマニング粗度係数，fintは界面抵抗係数，𝑢𝑢�と�̅�𝑣はそれぞれ x，y
方向の層間相対速度，νは渦動粘性係数を示す．式(2)の右辺第3項
が Peregrine 型の分散項であり，上層にのみ追加した．解析条件を

表-2に示す．差分スキームとしては，二段階混合差分法4)を用いた． 
４．解析結果 

ケース G1の H4地点における水位時刻歴波形を実験結果，保坂

ほか5)による三次元解析結果と比較して図-2に示す．分散項なしの

場合は，前傾化が進み切り立った波形となっており，波速も実験

より早い．一方，分散項を入れることで実験波形を概ね再現でき

るようになり，三次元解析と同程度の再現性となっている． 
第一波の最大水位上昇量・下降量を実験結果と比較して図-3に

示す．分散項なしの場合，上昇側は実験値の倍程度，下降側は若

干過小評価となっているのに対して，分散項を入れることで上昇

側，下降側ともに実験値に近づいている． 
５．まとめ 

分散性を考慮した二層流モデルを用いて陸上地すべり津波実験

の再現解析を行い，平面二次元解析で水位時刻歴波形を三次元解

析と同等レベルで再現できることを確認，その有効性を示した． 
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図-3 第一波水位変動量の比較 

表-2 解析条件 
項目 設定値 

格子間隔 2.5 cm 
計算時間間隔 0.5 ms 
計算時間 5秒間 
密度比 0.62 

マニング 
粗度係数 

上層：0.01 m-1/3·s 
下層：0.04 m-1/3·s 

渦動粘性係数 上層：0.01 m2/s 
下層：0.00 m2/s 

界面抵抗係数 0.3 
差分スキーム 二段階混合差分法4) 

砕波 考慮せず 

 
図-2 水位時刻歴波形（ケース G1） 
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